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第７  企業会計決算の状況 

  県が独立採算性を原則とする企業的色彩の強い事業を行う際に、法律や条例によって

設置するもので、地方公営企業法の全部又は一部の適用を受ける公営企業の会計をいい

ます。 

  企業会計は、公共の福祉を目的とするとともに、企業の経済性を発揮することも求め

られており、その経理については、地方公営企業法の定めるところによります。 

  この会計方式は、一般のいわゆる官公庁会計が現金主義により経理されるのに対し、

発生主義に基づく複式簿記方式により経理される点で大きく異なっています。 

  三重県では、公共の福祉を増進するため、水道事業、工業用水道事業、電気事業及び

病院事業の４事業の経営を行っていますので、以下、それぞれの企業会計ごとに、その

決算状況を説明します。 

 

１  水道事業の概況 

  営業関係では、南勢志摩水道用水供給事業（志摩系：給水能力41,000 ／日、南勢系：

給水能力128,150 ／日）及び北中勢水道用水供給事業（北勢系木曽川用水系：給水能力

80,300 ／日、北勢系三重用水系：給水能力51,000 ／日、北勢系長良川水系：給水能

力6,400 ／日、中勢系雲出川水系：給水能力81,416 ／日、中勢系長良川水系：給水能

力58,800 ／日）の２事業を運営し、本年度は県内16市町に対し、延べ78,536,745 の

給水を行いました。 

  平成20年度の営業成績について、事業収益は11,128,374千円 （対前年度比97.7％）で、

内訳は、営業収益10,674,924千円（対前年度比99.1％）及び営業外収益453,450千円（対

前年度比73.0％）であり、また、事業費用は9,547,269千円（対前年度比95.0％）で、内

訳は、営業費用7,721,430千円（対前年度比99.2％）及び営業外費用1,825,840千円（対

前年度比80.6％）です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額1,581,105千円（対前年度比117.9％）が当年

度の純利益となりました。 

 一方、建設事業は平成10年度から北中勢水道用水供給事業（北勢系第２次拡張事業長

良川水系、総事業費25,377,000千円、給水能力18,000 ／日）及び伊賀水道用水供給事

業（総事業費22,134,385千円、給水能力28,750 ／日）の建設を実施しています。 

北中勢水道用水供給事業では、平成 23 年度の全部給水開始に向け、計画的に専用施設

の整備を実施しました。 

伊賀水道用水供給事業では、計画的に専用施設の整備を実施し、平成 21 年度から給水

を開始しています。 
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３  電気事業の概況 
  営業関係では、水力発電事業については平均的な降雨量であったこと、長発電所の災

害復旧工事の完了及びその他の長期間の作業による停止がなく年間を通して発電できた

ことから、発電量は目標電力量 299,952,000kWh に対し、供給電力量 321,656,215kWh

（107.2％）となりました。 

三重ごみ固形燃料発電所は、年間を通して安定してＲＤＦを処理することができたこ

とから、ＲＤＦ48,462 トンを受け入れ、63,384,100kWh の発電を行いました。 

  平成 20 年度の営業成績について、事業収益は 3,112,649 千円（対前年度比 100.7％）

で、内訳は、営業収益 2,330,135 千円（対前年度比 106.0％）、附帯事業収益 755,845 千

円（対前年度比 92.1％）及び営業外収益 26,669 千円（対前年度比 94.5％）であり、事

業費用は 3,173,613 千円（対前年度比 93.9％）で、内訳は、営業費用 1,921,006 千円（対

前年度比 95.0％）、附帯事業費用 1,008,963 千円（対前年度比 93.7％）及び営業外費用

243,644 千円（対前年度比 86.9％）です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額 60,964 千円が当年度の純損失となりました。 

 一方、建設事業については、川上発電所建設事業（最大出力 1,200kW）で、水資源機

構に対し共同施設分担金を負担しました。 
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４  病院事業の概況 

 三重県病院事業は、総合医療センター、こころの医療センター、一志病院及び志摩病

院の４病院を運営し、県民が健康で文化的な生活ができる社会の実現に貢献するため、

良質で満足度の高い医療の継続的な提供に努めております。しかしながら、新しい医師

臨床研修制度の導入や度重なる診療報酬の引き下げ改定等、病院運営を取り巻く環境が

著しく変化する中、特に医師・看護師不足が影響し、本来、病院が有する機能が十分に

発揮できなくなり、その結果として収支は赤字基調となっています。 

平成 20 年度における県立病院の利用状況は、入院患者数が延べ 338,935 人（１日平均

928.6 人）、外来患者数が延べ 341,970 人（１日平均 1,407.3 人）で、前年度に比べ入院

患者数は延べ 16,589 人の減少、外来患者数は延べ 23,622 人の減少となりました。 

平成 20 年度の営業成績について、医業収益は 137 億 4,448 万 5 千円、医業費用は 174

億 7,281 万 6 千円で、差し引きした医業損失は 37 億 2,833 万円となりました。 

これに他会計補助金等の医業外収益 38億 8,831万 4千円と企業債利息等の医業外費用

12 億 3,275 万 8 千円を加減した経常収支は、10 億 7,277 万 5 千円の赤字となりました。

また、過去に引き当てるべきであった退職給与引当金計上による特別損失を 2 億 7,097

万 3 千円計上しました。   

以上の結果、総収益が 176 億 3,279 万 9 千円、総費用が 189 億 7,654 万 6 千円となり、

差し引きした純損失は 13 億 4,374 万 8 千円を計上し、前年度に比べ損失額は 217 万 9

千円の減少となりました。 

また、施設及び設備の整備については、志摩病院の非常電源改修事業や、総合医療セ

ンターのアンギオ装置等、診療機能の充実・強化を図るための高度医療機器の導入等を

実施し、４病院で 4 億 9,427 万 3 千円を執行しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 








